
序文：少子高齢化と自助努力の促進が経済社会に与える影響
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　少子高齢化の進展は，先進各国に共通する最
も重要な政策課題であり，その中でも21世紀に
入ってからの日本は，欧米諸国とは比較になら
ない急速な高齢化を経験している。一方周辺の
アジア各国に目を転じると，中国・韓国などの
東アジア諸国は高齢化の始まった時期は遅かっ
たが，進展のスピードは我が国と同じかそれ以
上であり，東南アジア諸国も現在の人口予測と
経済成長率を前提とすると，そう遠くない将来
に同じような状況に直面することになる（内閣
府，2025）。したがって，日本は高齢化の進展
とそれに対する政府の政策対応という意味で，
これらの国々のフロントランナーとでもいうべ
き存在になっている。直面する問題が同じであ
る以上，必然的に対応策も同じようなものにな
る。国際的に共通する対応は，主として年金制
度改革，労働市場改革，医療・介護制度改革，
そして出生率向上策の四領域に整理できる1）。
　第一に，年金制度については，財政負担の増
大に対応するため，受給開始年齢の引き上げ，
給付水準の調整，保険料負担の強化，そして私
的年金の拡充が進められている。また，スウェー
デンのNDC方式や日本のマクロ経済スライド
のように，年金の給付水準を自動調整する仕組
みを導入する例が増えている。さらに，拠出の
強化や加入範囲の拡大を通じて制度の財源を安
定化させるとともに，職域年金や私的年金を補
完的に整備する動きも広がっている。加えて，
公的年金では賄いにくい老後資金を補う手段と
して，英国の ISAや日本のNISAのような個
人の長期投資を税制面で支援する制度が整備さ

れており，自助努力による資産形成を促す方向
性が国際的にも広く採用されている。
　第二に，労働市場では，労働力人口の減少を
緩和するため，高齢者と女性を中心とした労働
参加率の引き上げが各国の重点課題となってい
る。高齢者雇用については，定年延長や継続雇
用制度の普及，柔軟な勤務形態の整備などが各
国で進んでいる。女性の就労促進においては，
保育サービスの拡充，育児休業制度の整備，男
女の賃金格差是正など，多面的な環境整備が進
められている。
　第三に，医療・介護制度では，高齢化に伴う
社会保障支出の増大に対応して，制度効率化と
予防医療の強化が共通課題となる。高齢者医療
費の伸びを抑えるため，ジェネリック医薬品の
普及，診療報酬体系の見直し，ICTを活用し
た遠隔医療の導入などが進んでいる。介護分野
では，在宅ケアを中心とするサービス提供への
転換が欧州諸国で顕著であり，日本でも地域包
括ケアシステムの構築が進められている。
　第四に，出生率低下の緩和を目的とした家族
政策が，多くの国で中長期的な高齢化対策とし
て位置づけられている。出産・育児関連の経済
的負担軽減，保育サービスの安定供給，仕事と
家庭の両立支援などを通じて，出生率の改善を
図る政策が導入されている。日本や韓国でも，
北欧諸国の包括的な家族政策は評価が高く，そ
の要素を部分的に取り入れる動きが進んでいる。
　以上のように，各国政府は年金・労働市場・
医療介護・家族政策という複数領域の改革を組
み合わせることで，高齢化がもたらす財政的・

1）�本来はマクロ経済政策（経済成長率の引き上げ）と，都市集中と地方の過疎化の同時進行に対応した地域社
会政策も含めるべきであろうが，ここでは本特集号の内容に直接関連する点に議論を限定する。
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経済的・社会的課題に対応している。高齢化は
単一の政策で解決できる問題ではなく，制度横
断的で長期的な政策パッケージを構築すること
が不可欠である。こうした政策領域の複雑性を
踏まえ，本特集号は，急速な少子高齢化と人口
構造の転換が進む日本と東アジアに焦点をあ
て，老後所得保障・家計の資産形成・女性の就
業・住宅制度・労働市場の変化といった複数領
域の制度課題を，国際比較とミクロ実証の両面
から統合的に検討することを目的としている。
　東アジアの諸国は，出生率の急低下，高齢者
比率の急上昇，雇用慣行の変容など共通の課題
を抱える一方，それぞれの社会の制度的構造は
大きく異なっている。こうした中で，制度が個
人や家計の経済行動をどのように形づくり，ま
た人口動態の変化が制度・政策運営にどのよう
な影響を与えるかを立体的に理解するには，制
度指標の厳密な把握，国際比較による社会経済
構造の明確化，個々の政策に関するミクロデー
タに基づく綿密な実証分析と評価が重要になっ
てくる。さらに，各国の制度がどのような歴史
的経緯の中で形づくられ，現在どのような変化
や問題に直面しているかという議論も必要となる。
　本特集号の 5本の論文は，これらの課題に応
えようとするものであり，制度を正確に理解し
真の問題の所在を認識することの重要性（王），
東アジア諸国の比較を通じた制度構造の可視化
（金），日本の制度改革に関するミクロデータ
分析による評価（臼井・平河），日米の高齢者
の資産行動の国際比較（濱秋），自助努力によ
る資産形成を促す政策と広範な社会経済制度の
関係（祝迫），といった様々な，かつ多層的な
テーマを扱っている：
　●�王新梅「中国年金制度の真の課題」
　●�金明中「日韓の少子高齢化と高齢者政策」
　●�臼井恵美子・平河茉璃絵「育児期の労働時
間短縮政策が幼児を持つ母親の就業継続に
与える影響」

　●�濱秋純哉「退職貯蓄パズルのサーベイ」
　●�祝迫得夫「日本における個人の金融資産形
成と制度補完性」

　また国・地域の広がりという面からも，王論
文は中国，金論文は主に韓国と日本，濱秋論文
は日本と米国を扱っており，多くの国の現状と
政策対応の比較という面からも，バラエティに
富んだ研究が並んでいる。以下では各論文の
テーマ・内容を，本特集号全体の目的に位置づ
けながら解説していくことにする。
　王論文は，中国の公的年金制度に関する近年
の政策論議で広く共有されてきた「所得代替率
が 20 年間で 70％から 40％へ急落した」という
認識が，統計指標の誤用に基づくものであるこ
とを，制度的分析と再推計をもとに明確にした
研究である。政策論議で用いられてきた「平均
給付率」と，年金制度の給付水準を示す本来の
尺度である「所得代替率」は明確に異なる概念
であり，前者を後者の代理変数として用いるこ
とには大きな問題があることを丁寧に説明して
いる。既存の推計結果の情報をもとにした評価
では，中国の公的年金の所得代替率は国際的に
見ても比較的高い水準で安定して推移してお
り，平均給付率の低下は，賃金構造の変化や加
入者構成の違い，公的部門の縮小などの，他の
制度的要因で説明されることを示す。王論文は
政策的インプリケーションとして，所得代替率
の急落という誤解が，過度な私的年金拡大政策
や高拠出率の正当化につながり，その結果，出
生率低下への対応という，最も優先されるべき
政策課題の優先度が低くなってしまっているこ
とを指摘している。
　金論文は，日本と韓国という東アジアの中で
最も深刻な少子高齢化に直面している二国を対
象に，出生率の低迷，高齢者貧困，老後所得保
障の三つの柱（「公的所得保障」「就労所得」「私
的な準備・資産形成」），若年層の雇用環境，住
宅制度，女性の就業など，各領域を横断して包
括的に比較した研究である。韓国の極端な低出
生率が文化的・価値観的要因によるものではな
く，住宅取得環境の悪化，教育費負担の重さ，
若年層の不安定な雇用，未成熟な公的年金制度
といった，制度的ストレスの累積によってもた
らされた結果であることを，実証的に示した点
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は大きな貢献である。一方，日本では制度的セー
フティネットや定年延長政策が一定程度，高齢
者貧困の悪化を抑制しており，同じ人口動態
ショックを受けても社会経済制度の構造の違い
により，結果が大きく異なることを明確に示し
ている。金論文は，両国の構造比較を通じて制
度・社会構造・家計行動の相互作用が人口動態
にどのような影響を与えるかを立体的に描き出
し，東アジア全体の制度設計を議論する上で不
可欠な視点を提示している。
　臼井・平河論文は，2009 年の育児・介護休
業法改正によって，3歳未満児の親を対象に短
時間勤務制度の導入が義務化されたことが，母
親の就業継続にどのような効果を持ったかを，
労働力調査のパネル構造を用いて因果的に検証
した実証研究である。分析の結果，改正は正規
雇用維持に一定の効果を持つものの，その効果
は一様ではなく，学歴・企業規模といった属性
により大きく異なることが示されている。短大
卒以上では大企業を中心に比較的早い段階で効
果が現れた一方，高卒以下では制度が利用可能
になっただけでは不十分であり，2012 年の適
用範囲の拡大を経てようやく顕著な効果が確認
されている。こうした属性差に加えて，制度の
存在そのものよりも，職場文化や利用しやすさ
といった要素が行動に大きく影響することが示
唆され，単に制度を導入するだけでは不十分で
あることが明確になった。臼井・平河論文は，
両立支援制度が女性の雇用安定に寄与してはい
るものの，その効果には労働市場・雇用環境の
不均一性が大きく影響する点を指摘し，少子化
対策・働き方改革を進める上で重要な政策的示
唆を与えている。
　濱秋論文は，高齢者が老後に資産を取り崩さ
ず保有し続けるという「退職貯蓄パズル」を，
日米比較という観点から整理した包括的サーベ
イである。まず米国では医療・介護費の自己負
担リスクが高く，予備的貯蓄の必要性が強く作
用する一方で，日本では公的保障が厚いため予
備的貯蓄の重要性が相対的に弱く，遺産動
機——特に交換動機——の重要性が高いことが

論じられる。また，住宅資産の比重，リバース
モーゲージの普及の遅れ，税制等の制度背景の
違いが，高齢者の金融経済行動にどのような影
響を与えるかを多面的に整理する。濱秋論文は，
日米比較を通じて退職貯蓄パズル研究に新たな
視座を提供し，政策論議・学術研究の両方に有
益な示唆を与えている。
　祝迫論文は，近年の日本における自助努力に
よる金融資産形成を促進する政策を，年金制度・
雇用慣行・人的資本の複数の制度領域にまたが
る問題として位置づけた上で，分析・検討して
いる。年功賃金の色合いが残る労働所得プロ
ファイル，高い退職一時金比率，長期的な雇用
慣行で蓄積される企業固有的（firm-specific）
な人的資本，年金資産の低ポータビリティと
いった制度要因が転職や再就職を困難なものと
し，結果として我が国の労働者の資産形成の機
会を定年前後の短い期間に集中させてしまって
いることが指摘される。したがって，自助努力
による資産形成を促進するには，「公的年金制
度改革」，「雇用制度改革」，「社会的セーフティ
ネットの再強化」といった改革を連動的に推進
する，制度横断的アプローチが必要である。ま
た祝迫論文は，本特集号の中心的問題意識であ
る「自助努力と社会制度の補完性」を最も直接
的に扱っている。
　これら 5本の論文はいずれも，高齢化問題に
対応しようとする東アジア社会が直面している
様々な政策課題について取り上げながら，それ
らの背景にある社会経済的問題と制度的要因の
重要性について掘り下げた分析を行っている。
それぞれは独立した貢献を持ちつつも共通の問
題意識を有しており，相互に補完的な関係にあ
る。本特集号の各著者たちによる分析・貢献が，
自助努力を促進する政策によって高齢化に対応
しようとする各国が直面する社会経済制度問題
の理解という観点から，今後の制度改革や学術
研究，政策立案における実証的・概念的基盤と
して活用されることを期待したい。

- 3 -

〈財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」令和８年第２号（通巻第 163 号）2026 年 3 月〉

03_CW6_AZ193D06_序文.indd   3 2026/03/25   10:05:55



参　考　文　献

内閣府（2025）「高齢化の国際的動向」（第 1章
第 1節 2），『令和 7年版高齢社会白書』，URL: 

https://www 8 .cao.go.jp/kourei/whitepaper/
w-2025/html/zenbun/index.html

- 4 -

序文：少子高齢化と自助努力の促進が経済社会に与える影響

03_CW6_AZ193D06_序文.indd   4 2026/03/25   10:05:55


